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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　鋼管の先端に取り付けられた先端翼と、該先端翼の下面に取り付けられた第二の鋼管を
有する鋼管杭であって、
　前記先端翼は、前記鋼管の先端面が当接する平板部を有し、該平板部において前記鋼管
に傾斜せずに取り付けられ、かつ前記平板部よりも外径側にのみ地盤を掘削すると共に推
進力を得る掘削推進部が形成されており、
　前記第二の鋼管は、前記先端翼の中心と軸芯が一致するように前記先端翼の下面に取り
付けられ、前記鋼管の径よりも小径であって、かつ前記先端翼径の半径以上の長さを有し
、
　前記第二の鋼管の側面と前記先端翼の下面に亘るように板状の掘削リブを取り付けたこ
とを特徴とする鋼管杭。
【請求項２】
　前記掘削推進部が杭芯に対して非対称に設けられていることを特徴とする請求項１に記
載の鋼管杭。
【請求項３】
　前記第二の鋼管の先端部は、開口していることを特徴とする請求項１又は２に記載の鋼
管杭。
【請求項４】
　前記第二の鋼管の先端部を、２方向以上の側方から押圧して閉塞したことを特徴とする
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請求項１又は２に記載の鋼管杭。
【請求項５】
　第二の鋼管の先端に、板状の縦リブを貫入させ、かつ第二の鋼管先端から前記縦リブの
先端部を突出させたことを特徴とする請求項１乃至３のいずれか一項に記載の鋼管杭。
【請求項６】
　請求項１乃至５のいずれか一項に記載の鋼管杭の施工方法であって、
　前記第二の鋼管を地盤に圧入して前記先端翼を地表面に接触させる圧入工程と、該圧入
工程の後、前記鋼管杭を回転させて地盤に回転貫入させる回転貫入工程を備えたことを特
徴とする鋼管杭の施工方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、先端に翼状の掘削推進部を有し、特に軟弱地盤への回転貫入に好適な鋼管杭
、及び該鋼管杭の施工方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　昨今、太陽光発電用架台にも、杭基礎工法が採用されている。太陽光発電用架台は、上
部構造が軽量なため、小径で長さが数メートル規模の杭が多く採用されている。また、太
陽光発電用架台は共用期間終了後に撤去されるため、撤去を容易にするために回転貫入鋼
管杭が多く用いられている。
【０００３】
　回転貫入鋼管杭は、杭を回転させることによって、地盤にねじ込み推進されるものであ
り、先端部に平板翼や螺旋翼を取り付けたものや、外周部に螺旋翼を設けたものなどがあ
り、さらに、先端に切削刃、掘削爪などを設けたものもある。
　回転貫入鋼管杭は、施工初期には杭芯が安定しにくいため、周面摩擦力は期待できない
場合が多く、耐力は、もっぱら先端翼や螺旋翼のアンカー効果による。
【０００４】
　施工初期に杭芯がぶれる傾向は、特に平板翼で掘削部が非対称の場合に生じやすく、発
明者が行った試験施工において、先端翼径が杭径の３倍のものを用いたときに、施工初期
段階から杭芯が安定せずにがたつきが生じた事例がある。
　さらに先端翼径が杭径の５倍のものを用いたときには、図１３に示す写真のように、杭
周囲に大きな空隙が生じた事例があり、杭芯のぶれは平板翼径が大きいほど顕著になる傾
向が明らかであった。
【０００５】
　杭芯のぶれを防止するために、特許文献１のように、施工機械に振れ止め装置を配して
いるものもあるが、取り付け位置が、杭先端から距離があると、特に小径杭においては、
杭体のしなりによって杭芯のあばれを拘束することができない。また、杭径と必ずしも適
合しないものもあり、特に、防食のためにめっき管を用いたものは、振れ止め装置の取り
付け部分でめっきが著しく損傷する問題がある。
【０００６】
　このような問題を解決するものとして、特許文献２に開示された鋼管杭の発明がある。
特許文献２の鋼管杭は、振れ止め装置を用いなくても杭芯のぶれを防止するもので、少な
くとも先端部外周に羽根が設けられた鋼管杭本体の先端部に、該鋼管杭本体の外径よりも
小さい外径を有する小径杭を設け、その小径杭の少なくとも先端部外周に前記鋼管杭本体
の先端部外周に設けられた羽根の外径よりも小さい外径を有する羽根を設けたものである
。
　鋼管杭本体の先端部に設けた小径杭により地盤への貫入を先導することが出来、貫入が
困難な地質の地盤に対しても鋼管杭の施工が容易で、芯ずれの発生を防止することが出来
、構成が簡単で安価に製造出来るとしている。
【先行技術文献】
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【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２０１１－８４９６６号公報
【特許文献２】特開２００３－３２８３５２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかし、特許文献２における小径杭に配する螺旋翼の加工と取り付けは、加工度が高い
ためコストが高い。
　また、小径杭の部分に螺旋翼を設けているので、小径杭の部分も回転貫入施工になるた
め、回転貫入施工にともなう杭芯のぶれは少なからず発生する。
　さらに、小径杭に設けた螺旋翼はその径の範囲の地盤を乱すため、杭本体の螺旋翼が乱
されていない地表に貫入する段階での反力に対して、小径杭部分周囲の乱された地盤の水
平抵抗力のほうが明らかに小さいため、杭芯を安定させる効果が発揮できなくなる恐れが
ある。
【０００９】
　本発明は、かかる課題に対してなされたもので、施工開始時に杭芯を安定させ、その後
の施工精度を維持することができる鋼管杭、及び該鋼管杭の施工方法を得ることを目的と
する。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
（１）本発明に係る鋼管杭は、鋼管の先端に取り付けられた先端翼と、該先端翼の下面に
取り付けられた第二の鋼管を有する鋼管杭であって、前記先端翼は、前記鋼管の先端面が
当接する平板部を有し、該平板部において前記鋼管に傾斜せずに取り付けられ、かつ前記
平板部よりも外径側にのみ地盤を掘削すると共に推進力を得る掘削推進部が形成されてお
り、前記第二の鋼管は、前記先端翼の中心と軸芯が一致するように前記先端翼の下面に取
り付けられ、前記鋼管の径よりも小径であって、かつ前記先端翼径の半径以上の長さを有
することを特徴とするものである。
【００１１】
（２）また、上記（１）に記載のものにおいて、該第二の鋼管の側面と前記先端翼の下面
に亘るように板状の掘削リブを取り付けたことを特徴とするものである。
【００１２】
（３）また、上記（１）又は（２）に記載のものにおいて、前記掘削推進部が杭芯に対し
て非対称に設けられていることを特徴とするものである。
【００１３】
（４）また、上記（１）乃至（３）のいずれかに記載のものにおいて、前記第二の鋼管の
先端部は、開口していることを特徴とするものである。
【００１４】
（５）また、上記（１）乃至（３）のいずれかに記載のものにおいて、前記第二の鋼管の
先端部を、２方向以上の側方から押圧して閉塞したことを特徴とするものである。
【００１５】
（６）また、上記（１）乃至（４）に記載のものにおいて、第二の鋼管の先端に、板状の
縦リブを貫入させ、かつ第二の鋼管先端から前記縦リブの先端部を突出させたことを特徴
とするものである。
【００１６】
（７）本発明に係る鋼管杭の施工方法は、上記（１）乃至（６）のいずれかに記載の鋼管
杭の施工方法であって、前記第二の鋼管を地盤に圧入して前記先端翼を地表面に接触させ
る圧入工程と、該圧入工程の後、前記鋼管杭を回転させて地盤に回転貫入させる回転貫入
工程を備えたことを特徴とするものである。
【発明の効果】
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【００１７】
　本発明の鋼管杭は、鋼管の先端に取り付けられた先端翼と、該先端翼の下面に取り付け
られた第二の鋼管を有するものであって、前記先端翼は、前記鋼管の先端面が当接する平
板部を有し、該平板部において前記鋼管に該鋼管の水平断面に対して傾斜せずに取り付け
られ、かつ前記平板部よりも外径側にのみ地盤を掘削すると共に推進力を得る掘削推進部
が形成されており、前記第二の鋼管は、前記先端翼の中心と軸芯が一致するように前記先
端翼の下面に取り付けられ、前記鋼管の径よりも小径であって、かつ前記先端翼径の半径
以上の長さを有するので、第二の鋼管を施工開始時に地盤に圧入することにより周囲地盤
を側方に圧密して周囲地盤より強固にして回転軸を決定することができるので、杭芯のぶ
れを防止することができ、その後の施工精度を維持することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】本発明の実施の形態１に係る鋼管杭を説明する説明図である。
【図２】本発明の実施の形態１に係る鋼管杭の側面図である。
【図３】本発明の実施の形態１に係る鋼管杭の平面図である。
【図４】本発明の実施の形態２に係る鋼管杭を説明する説明図である。
【図５】本発明の実施の形態２に係る鋼管杭の側面図である。
【図６】本発明の実施の形態２に係る鋼管杭の他の態様（１）の正面図である。
【図７】本発明の実施の形態２に係る鋼管杭の他の態様（１）の側面図である。
【図８】本発明の実施の形態２に係る鋼管杭の他の態様（１）の先端部のみを底面から見
た底面図である（その１）。
【図９】本発明の実施の形態２に係る鋼管杭の他の態様（１）の先端部のみを底面から見
た底面図である（その２）。
【図１０】本発明の実施の形態２に係る鋼管杭の他の態様（２）の正面図である。
【図１１】本発明の実施の形態２に係る鋼管杭の他の態様（２）の側面図である。
【図１２】本発明の実施の形態２に係る鋼管杭の他の態様（２）の先端部のみを底面から
見た底面図である。
【図１３】本発明の背景技術を説明する説明図である。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
［実施の形態１］
　本発明の実施の形態１に係る鋼管杭１は、図１に示すように、鋼管３の先端に取り付け
られた先端翼５と、先端翼５の下面に取り付けられた第二の鋼管７を有する鋼管杭１であ
る。
　各構成を詳細に説明する。
【００２０】
＜先端翼＞
　先端翼５は、鋼管３の先端面が当接する平板部５ａを有し、平板部５ａにおいて鋼管３
に傾斜せずに取り付けられている。
　図３は、先端翼５を平面視した状態を示しており、図３における二点鎖線で囲んだ領域
（図中灰色に着色した領域）が平板部５ａである。
　鋼管３との接合部の範囲は平板部５ａであって、鋼管３の水平断面に対して傾斜せずに
取り付けられているため加工は容易で組み立てコストも低廉である。
【００２１】
　また、先端翼５は、平板部５ａよりも外径側にのみ地盤を掘削すると共に推進力を得る
掘削推進部９が形成されている。
　掘削推進部９は、本例では、図１に示すように、先端翼５を形成している平板の一部に
、径方向、及び周方向に切り込みを入れて上方向、下方向に折り曲げしたものである。
　本実施の形態では、掘削推進部９は、先端翼５の片側にのみ設けられているので、掘削
推進部９が杭芯に対して非対称に設けられている例である。
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【００２２】
＜第二の鋼管＞
　第二の鋼管７は、先端翼５の中心と軸芯が一致するように先端翼５の下面に取り付けら
れている。第二の鋼管７は、鋼管３の径よりも小径であって、かつ先端翼５の半径以上の
長さを有する。
【００２３】
　第二の鋼管７は、先端翼５の掘削推進部９が地表面に接するまで圧入を行なうものであ
るので、第二の鋼管７の長さは、施工時に、少なくとも掘削推進部９の下端よりも下方に
延出するようにする必要がある。
　さらに、掘削推進部９に生ずる反力により生ずる芯ずれに対して有効に対抗するために
は、回転貫入施工時に先端翼５の最外部が地表面から跳ね上げられる力に対して、第二の
鋼管７に接する部分の地盤反力で対抗する必要から、第二の鋼管７の長さを先端翼５の半
径以上とすることがより望ましい。
【００２４】
　本実施の形態の第二の鋼管７の先端は、開口したままの状態である。この場合、先端加
工をしないため最もコストが低く、地表面への圧入も容易である。施工開始時に地中へ圧
入した段階で第二の鋼管７の内部に土が充填され、その後の回転貫入施工の進捗によって
、充填された土が圧密され、第二の鋼管７の曲げ剛性向上効果が期待される。
　第二の鋼管７の板厚が厚い場合に断面を切削してテーパー状にして、より地盤へ貫入し
やすくするとよい。
　第二の鋼管７の先端を開口するのは、杭を打設する地盤が、細砂、粘土、シルトなどの
場合により好ましい。
【００２５】
　以上のように構成された鋼管杭１の施工方法を説明する。
　杭の施工は、まず、杭を鉛直に保持し、先端を所定の位置に合わせた後、そのまま下方
に圧入する。圧入は、先端翼５が地表面に接するまで行い、その後杭を回転させて施工を
継続する。
　第二の鋼管７を圧入することで、地盤を乱すことなく、むしろ、側方へ圧密して周囲地
盤よりも水平抵抗を高めた状態となり、第二の鋼管７の側面での地盤反力を期待すること
ができ、杭芯のぶれに対する抵抗力が強くなっている。
　特に本実施の形態では、掘削推進部９が非対称に設けられているので、杭芯のぶれが大
きくなる傾向があるが、このような場合でも、本実施の形態によれば、杭芯ぶれを防止し
た施工が可能になる。
【００２６】
　また、第二の鋼管７は、先端が開口しており、上端は先端翼５によって閉塞されている
ため、回転貫入の進捗によって、第二の鋼管７内部の土砂はより圧密されていく。軟弱地
盤で第二の鋼管７の径が小さい場合には、充填圧密された土砂は第二の鋼管７の剛性向上
に寄与するという効果も得られる。
【００２７】
　本実施の形態１の実施例として、鋼管杭１の具体的な形態及び寸法の一例を示すと以下
の通りである。
　鋼管径101.6mm、板厚4.2mm、長さ3mの鋼管３の先端に、外径D＝525mm、板厚9mmの平板
からなり、外周の１箇所に掘削推進部９を設けた先端翼５が溶接する。
　先端翼５の底面には、鋼管杭１の中心に合わせて、鋼管径48.6mm、板厚4.5mm、長さ300
mmの第二の鋼管７を溶接する。第二の鋼管７の先端は開放しており、板厚が厚い場合に断
面を切削してテーパー状にする。
【００２８】
［実施の形態２］
　実施の形態２に係る鋼管杭１１を図４、図５に基づいて説明する。
　本実施の形態の鋼管杭１１は、実施の形態１のものに加えて、第二の鋼管７の側面と先
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端翼５の下面に亘るように板状の掘削リブ１３を取り付けたものである。
　本発明の先端翼５は、平板であって、かつ鋼管３の断面範囲よりも外側にのみ掘削推進
部９を設けているので、第二の鋼管７の外周面から掘削推進部９までの範囲には掘削機能
および排土機能を持たない。
　そこで、掘削リブ１３を設けることで、当該範囲に掘削及び排土機能を持たせるように
したものである。よって、掘削リブ１３の大きさは、少なくとも第二の鋼管７の外周から
、先端翼５の掘削推進部９までの距離以上がより望ましい。
　掘削リブ１３は溶接によって固定されている。掘削リブ１３の形状は三角、矩形など任
意の形状とすることができる。掘削リブ１３は、第二の鋼管７の外周から掘削推進部９ま
での距離が大きい場合に特に有効である。
【００２９】
　図６～図１２は、実施の形態２の鋼管杭１１の他の態様を示すものであり、第二の鋼管
７の先端形状を変更したものである。
　図６～図８に示す例は、第二の鋼管７の先端を、図６における左右方向から押圧して底
面を直線状に閉塞したものである。直線状に閉塞することで、図７、図８に示すように、
先端部が第二の鋼管７の径よりも幅広となる。
【００３０】
　図６～図８の例では、第二の鋼管７の先端部が第二の鋼管７の径より幅広になるので、
圧入時の抵抗が大きいため、より好ましくは、図９に示すように、第二の鋼管７の先端を
閉塞させつつもその幅が第二の鋼管７の径以下となるように、４方向から押して略星型断
面を形成したり（図９（ａ）参照）、４方向から押して一つの対向面を平面、もう一つの
対向面を折り込むようにしたり（図９（ｂ）参照）してもよく、折り込みや押圧の方向や
形状は特に問わない。
【００３１】
　また、第二の鋼管７の他の態様として、図１０～図１２に示すように、第二の鋼管７の
先端に、板状の縦リブ１５を貫入させ、かつ第二の鋼管７の先端から縦リブ１５の先端部
を突出させるようにしてもよい。このように、縦リブ１５を第二の鋼管７に貫入させて固
定することにより、第二の鋼管７の先端に蓋をして改めて縦リブ１５を取り付けるよりも
手間が大幅に削減されるだけでなく、ねじり剛性も高くなり、機能上も優れている。さら
に、閉塞していない部分から土砂が充填されて施工の進捗によって圧密していくため、地
盤によっては第二の鋼管７の曲げ剛性向上効果も期待できる。
【００３２】
　なお、縦リブ１５の先端形状は、ここでは矩形状のものを示したが、先端形状を台形や
鋭角形状とすると、回転貫入施工時には、より貫入性が高まるので望ましい。また、縦リ
ブ１５の幅は、第二の鋼管７の断面範囲内に納まるように設定すれば、第二の鋼管７周囲
の地盤を乱すことなく、より好ましい。
【００３３】
　実施の形態２の鋼管杭１１の施工方法は、実施の形態１と同様である。もっとも、実施
の形態２の鋼管杭１１は、掘削リブ１３を取り付けているので、掘削リブ１３が第二の鋼
管７の外周面から掘削推進部９までの範囲において掘削及び排土の機能を発揮し、より施
工を円滑に行うことができる。
【００３４】
　実施の形態２の実施例として、鋼管杭１１の具体的な形態及び寸法の一例を示すと以下
の通りである。
　鋼管３、先端翼５の寸法等は実施の形態１で示したものと同じである。
　先端翼５と第二の鋼管７の接合部には、掘削リブ１３を対称形になるように溶接する。
　第二の鋼管７の先端に関しては、種々の態様とすることができる。
　一つの態様として、第二の鋼管７の先端から50mm（概ね第二の鋼管７の径）の範囲は、
先端からプレスによってつぶし、先端を閉塞させる。
　他の態様として、第二の鋼管７の先端に縦リブ１５を挿入する。縦リブ１５は板厚６mm
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、幅39mm、長さ100mmとして、先端から50mm突出させて溶接によって固定する。
【符号の説明】
【００３５】
　　１　鋼管杭（実施の形態１）
　　３　鋼管
　　５　先端翼
　　５ａ　平板部
　　７　第二の鋼管
　　９　掘削推進部
　１１　鋼管杭（実施の形態２）
　１３　掘削リブ
　１５　縦リブ

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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【図９】

【図１０】

【図１１】

【図１２】
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